
コミュニティ支援を意図 した防災空間情報に関する研究

1.はじめに

阪神 ･淡路大震災や新潟中越大地震の経験以降､

｢潜在的な防災力｣として地域に根ざしたコミュニ

ティの重要性が再認識され､これらコミュニティ同

士の連携的な防災活動を支援する仕組みが求められ

ている｡一方で､近年地図は進化 し､地域の災害危

険度がハザー ドマップとして広く一般に普及するよ

うになった｡ しかし､これらの危険度情報は､地域

全体の危険度が漠然と表現されたものに過ぎず､前

述 した現状において､住民レベルでの具体的な防災

活動を支援する表現としてふさわしいものとは言い

莫凱､｡以上の背景をふまえ､本研究では､地域コミュ

ニティにおける防災ネットワーク形成を意図し､地

域特性を取り込んだ災害危険度の空間情報化を目的

として､地域住民の主体的かつ継続的な防災活動を

支援する表現手法を検討する｡まず､防災空間情報

表現の現状と課題を研究事例から概観 し､事例 卜

事例Ⅱでは､具体的な地域を対象に､表現手法の検

討を行 う｡

2.防災空間情報の表現手法

日本建築学会学術講演梗概集 (F:都市計画)の

2001年から2008年に掲載された防災に関する研究

事例を収集 し､その中から空間情報化の目的が明確

に読み取れる60の表現を対象に､基本情報として

以下の項目について調査 した｡表現の [目的]､表

現内容を示す [コンテンツ]､対象とした地域の [ス

ケール]､表現された空間情報を閲覧･使用する [使

用主体]､最終的な表現方法としての [アウトプッ

ト (媒体､表現)]､住民との [インタラクションの
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有無]､さらに研究概要､表現イメージを加え､こ

れらをデータシー トにまとめた (図 1)｡以下の表

1に調査結果の要点を項 目別に示す｡

表現日的 その表現が担 う具体的な防災行為の段階に応 じて､｢情報の記述｣､｢評価.分析による危険地域の抽出｣､r意識啓発｣､

r活動支援Jに分類できるQ

コンテンツ 住民を使用主体とした表現では災害時の危険箇所や利用箇所の記述や意識啓発を目的とした災害危険度評価が多

く､地域の防災力を評価 したものはみられない○

スケール ｢ミクロスケ-ル (自治会範Bi]などの生活圏)｣､｢メソス

ケール (学校区.広域避難場所区域など)｣､Tマクロスケ-

ル (市 .区)｣の3段階に分類でき､アウトプットの媒体

が紙でないものの中には､あらかじめ3段階に対応 した

ものも見られたO

使用主体 住民や住民を含む ｢住民+α｣､自治体や消防署等の ｢公

共機関｣.｢研究者,専門家｣､rその他 (不府定多数など)｣

に分類でき､ここで言 う住民とは､自治会役員または自

主防災組織のリーダー レベルの人種を指 していることが

多い○

アウ トプッ ト 住民を対象とした表現では､紙を媒体にした災害時の危

険 .利用箇所のアイコン表記が主流である.また､評価 .

分析内容を表現 したものは､町丁目.街区単位やメッシュ

等による段階的な色分け表示が多く､評価指標に統計資

料を用いたものでは町丁目単位での表現が目立つ○

インタラクション webGⅠSを用いた防災マップ作成支援では､ネット環境に

おいて住民がいつでも情報を更新 .閲覧 .検索 .印刷す

ることができ､さらに災害時には.自治体との協働によ

る被災情報や避難者情報の収集システムとしての運用を

試作しているbその他､情報入力による各種シミユレ-

シヨンや災寄図上訓練 (DTG)､シミュレーション結果を

表1 防災空間情報の表現手法調査項目

住民との [インタラクションの有無]にみられる

表現と住民との関係から､表現の目的は従来のよう

な作成者側からの一方的な情報提供から､住民の主

体的な関与を促す方向-と変わりつつあることが伺

える｡一方で地域の危険度を評価 ･分析 した表現で

は､その評価内容が災害そのものの危険度や避難所

配置等､災害-のハー ドな対策であることが多く､

地域の防災活動やコミュニティのつながりといった

災害に対する主体 (住民)側の能動的な活動を評価

し､表現したものは見られない｡

[意識啓発]や [活動支援]を目的にした表現は

インタラクションに富んだものになる傾向が強い｡

しかしながら､ここでのインタラクションとは数値

入力等､個人単位での作業が結果的に自治会内にお

ける活動を支援 しているのが現状であり､自治会内

の作業や合意形成を直接支援するものや､自治会間

の連携等を促すものは見られなかった｡
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3.事例 Ⅰ:横浜市神奈川区を対象として

3-1 概要

横浜市神奈川区では､武石によってハー ドの観点

から､地震災害危険度評価が行われ､地域によって

危険度に差があることが明らかとなった1'｡ 本章で

は､アンケー ト調査から､災害に対する地域の防災

力を指標化 し､ソフ トの観点から評価を行い､さら

にハー ド･ソフト2つの評価を重ね合わせた総合的

な評価を行 う｡

3-2 地域防災に関する意識調査

神奈川区連合町内会のご協力の下､区内全自治会

町内会 186団体を対象に､郵送によるアンケー ト

調査を実施 した'1｡調査の概要は表 2に示 し､結果

については､地域防災力評価項目に係る内容につい

て､その要点を表 3に示す｡

析査期間 2008年 7月25日から8月8日

配布敷 186栗

回収総数 73#

回収率 39.2%

投間項8 質問 1.防災活軌について質問 2.防災マップについて

質問3.災害に対する地域の安全性や防災-の関心度について

表2 調査撫妻

防災活動内容 重視して取り組んでいる防災対策は､｢防災訓練J､｢近隣町
内会との連携｣､r非常用物資 .食料の備蓄｣である.

防災訓練 平均年間実施回数は ｢2回｣であり､参加率は ｢20%前後｣
と回答した団体が6割であった○訓練内容では.7割以上の

団体が r消火訓練｣r避兼訓練｣を行っており.平均訓練内

容赦は3である○

連携艮体 訓族を含め連携 して防災対策を行っている団体は､r他町内
会J､r消防団J.r学校｣が挙げられ､連携EE体数の平均は 2

である.また.交流のある町内会では r地区迎合町内会｣の

回答が目立った○

資牧村保有数 保有数が多いほど.用途 (救出､消火､避難生活)に関係な
く充実しており､平均保有数は 11であった○

T関心が高い｣と線維 している団体は24%であり.関心度が

高い団体ほど防災活動実施数が多い○

想定災害 危険だと認識 している想定災害では､r木造出火J､｢木造倒壊J.r弱者の避策 ｣が上位に挙げられ､平均想定災害数は

4.6である.

通常活動内容 平均活動実施数は 11.3であり,活動数が多い団体ほど地域
全体の親睦を向上させる活動が多い.

活発度 4割の団体が,地域の活動は T活発である｣と誰職 している.
また､その理由などからリーダー (指導者)の有無や活動-

の参加人数､参加世代のバランスなどが活発度の指標になつ

表 3 アンケー ト結果

3-3 地域防災力の評価

(1)地域防災力の定義

地域防災力の定義は様々である｡ しかし､現時点

で地域がどのような被害を受け､それに対 してどの

程度の ｢備え｣ができているかを知ることは､具体

的な対策-向けての判断基準となり､さらには地域

内での継続的な防災活動につながると考えられる｡

本研究では､既往研究2'と総務省消防庁が示す地

域防災力評価指標3)を参考に､｢基礎的活動力 (港

在的な防災力)｣､｢災害対応力 (実践的な防災力)｣､

｢危険度想定力 (意識的な防災力)｣､｢総合地域防災

力｣の4つの地域防災力を設定 した｡評価項目には､

アンケー ト調査結果を基に､地域住民の活動実態に

加え､災害に対する認識や災害との関わり方といっ

た住民の主観的な地域事情を取 り込んでいる｡

(2)地域防災力評価マップの作成

GIS■2を利用 して地域防災力を概観する｡まず､

自治会ごとの傾向を明確にするため､神奈川区を自

治会区域に区切 り､区域ごとに評価項目の情報入力

を行った｡次に各評価項 目の借を5段階に分類 し､

その各評価点を乗算､引算することで地域防災力評

価を行 う｡表4に評価項 目を示 し､表 5に各評価項

目の算出方法を示す｡

(3)地域防災力評価の結果

｢基礎的活動力｣では､六角橋地区､松見地区､

菅田地区を中心に高い活動力を示 し､三枚地区､白

幡地区､青木第一･第二地区周辺では活動力が低い｡

｢災害対応力｣では､六角橋周辺 と三枚地区で比較

的安定した対応力を示 し､羽沢 ･菅田地区､白幡地

区では自治会によって対応力の差が顕著に現れた｡

｢危険度想定力｣では､菅田地区､六角橋地区周辺

がまとまって高い想定力を示 し､白幡地区､新子安

地区､青木第一 ･第二地区では想定力の低さが伺え

た｡｢総合地域防災力｣では､3つの評価において

安定して高い値を示 していた六角橋地区を中心に高

い防災力を示 し､青木第一 ･第二地区では低い防災

力が伺えた｡また､白幡地区､新子安地区において

は､自治会による防災力の差がはっきりと現れた｡

地域防災力 評価項目

基礎的活動力 活発度 × 活動実施状況

災亨対応力 防災活動実施状況 ×訓練充実度 × 賢機材充実度 × 連携力

危険度想定力 防災関心度 - 想定災害危険度

総合地域防災力 ｢基礎的活動力｣｢災害対応力｣｢危険度想定力｣の3つの地

表4 地域防災力評価項日

言年価項目 算出方法

活発度 地域の活動状況における自己評価

活動実施状況 平常時の活動実施数

防災活動実施状況 防災活動実施数

訓練充実度 年間訓練実施数 .参加率 .訓練項目数にそれぞれ得点を
与え､乗算した値

資種村充実度 保有 .点検を行っている賢撮材敦

連携力 連携 して防災対策を行っている団件数

防災関心度 地域の防災-の関心度自己評価

表 5 評価項目の算出方法
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3-4.ハー ド･ソフ トを融合した総合評価

｢3-3｣で行った地域防災力を基に､どれだけ

地震災害危険度が軽減 されるかを見るため､2つの

評価結果を重ね合わせ､評価ランクの差 (地震災害

危険度一地域防災力)から総合的な評価を行 う｡ま

ず､地震災害危険度を自治会区域単位で今一度概観

するO神奈川区中部から東部にかけて高い危険度が

伺え､白幡地区､大口 ･七島地区を中心に最高ラン

クの危険度を示 した｡

総合評価では､地域防災力で低い値を示した青木第

一 ･第二地区､ 白幡地区､新子安地区において､

高い危険度がそのまま維持され､地震災害危険度で

低い値を示していた神奈川区西部では､防災力の低さ

から危険度がプラスに変化した自治会がみられた｡一

方で､高い地域防災力を示していた六角橋地区周辺

では､災害危険度が軽減される傾向にあり､地域コミュ

ニティにおける防災力が､実際の危険度に対して､影

響を与えることが確認できた｡

尚､評価結果は図2に示す｡

図 2 ハー ド.ソフトを散合した総合評価

4.事例Ⅱ:鎌倉市大町地区を対象として

4-1 地区特性と問題点

鎌倉市大町地区は､9つの自治会で構成され､地

区の半分が谷戸であるとい う地理的特性から､避難

経路と避難場所について図 3に示すような問題を抱

えている｡

(捷倉市籍定の避寒場所】
1第一小字収
2'dl成小学校
3.靭皮中学な

ミニ防災謎点

4_也岡∧格言
5.6E波盛大付尽鮎小学
6.富原丘祥鑑
7才氏山公昏 ･]

広l粗放場所

(a)塁兼tA所について
地区内にミニ防災重点が存在しない
･防災集点及び箕島の一瓢王道云E=SL玉に
よる.t水JL巴がある

I-_5的に鼓jIできる環所が少1:.L-い.
0))避it捷Z8[=ついて
扶BS遺品が多い
谷戸であるため鎌点市が指≡する匙it上島
所までの捷指が香しく限定される.

図3大町地区と避難場所との地理的関係

4-2 住民に主眼をおいた防災空間情報の抽出

防災マップ作成ワークショップ●3と世帯を対象と

したアンケー ト調査■4から､住民の考える避難場所

と避難経路を抽出し､また想定している災害危険に

ついての調査を行った｡調査結果は要点を表 6にま

とめ､抽出した避難場所 と避難経路を図4に示す｡

避itiS節 ワークショップ :鎌倉市が防災面から定めることを奨励 している.地区

内の r-時集合6-所Jは､オ-プンスペースの少なさ等から定めること

ができない自治会があり_また定めている自治会においても具体的な収

容可能人数までは､把握 していない.

アンケー ト:第-小学硬の箆知度は大変高い.一方で､浸水履歴がある

ことから,浸水を危倶 して高台-の避農を考えているなど,災害の種類

や規模に応 じて避貞琵場所を複数設定 しているとい う意見が多く見受けら

れた.

避難経 ワークショップ :全自治会ともに､幅員のある最短経路に集中する傾向

がみられたo

アンケー ト:防災拠点から最も逓い谷戸の自治会では､避難距離と避難

路 経路上の危険性を考LGtg.し､自宅周辺での対処を検胃寸しているとい う意見

が見受けられた.

5 アンケー ト:地区全体として危険であると隠時 している想定被害は､r弱者の避軌 .r木造倒壊｣､r木造出火｣､r水 .食料不足｣.r避兼径路の混

定被育 乱J､r情報伝達の不備｣が挙げられた.一方で,谷戸の自治会では r地域の孤立](地区全体では 20%)を強く懸念 してお り.他の自治会との

｢ 丁.- ' ･J ∠

●

､

[二
∴才粁 fyi-､慧叫 穴 ⊂⊃一糾合4薪(自治金持2)
図4 抽出した避難場所と遼東経路

アンケー ト調査結果では､過去の津波による浸水

被害の経験からミニ防災拠点 (第-′J､学校)の安全

性を懸念 し､高台や他の自治会の一時集合場所を含

め､地区内に複数の避難場所を設定しているという

回答が目立ち､谷戸の自治会においては､避難距離

と避難経路上の危険性を意識 して､自宅周辺での対

処を考えているという意見が見受けられた｡また､

想定 している災害では､谷戸の自治会において ｢地

域の孤立｣(地区全体では 20%)を強く懸念する傾

向がみられ､他の自治会との間に意識の差が伺えた｡

今後はこの結果を踏まえ､自治会間の連携を促 し､

大町地区全体としての具体的な防災計画を考える必

要がある｡

4-3 ボー ドゲームによる情報共有と自治会問連

携体制の構築支援

過去の震災では､情報伝達の格差が復興の早さに

影響すると報告されている4)｡大町では図5が示す

すように､道の接続性が自治会間のつながりを示す

(77)



ため､道路閉塞や避難経路の浸水による地域の孤立

を想定した場合､各自治会の安否情報や食料 ･生活

必需品など､物資の供給活動が地区全体としてバラ

ンスよく円滑に行われるためには､自治会間の連携

体制を考える必要がある｡ しかし､連携体制の構築

は､各自治会の主体的な取 り組みによるところが大

きく､一方的な意識啓発では実現が難 しい｡そこで､

住民が主体的かつ創造的に自治会間の連携休制を思

案するツールとしてボー ドゲームを作成 した｡(図

7)ボー ドゲームを採用 したのは､各自治会の災害

特性やネットワーク性を視覚的に共有でき､さらに

複数のプレーヤー (各自治会の住民)が対面的に ｢共

考｣できる点にある｡

実証実験と評価 :作成 したボー ドゲームを行い､参

加者にその有用性を評価 していただいた (図9)0

実証実験の概要とヒアリング項 目はそれぞれ表 8､

表 9に示す｡

7割の人がゲーム自体を楽しめたと答えており､

5割の人が防災情報を知る手段としての有用性を評

価 している｡また､新 しい発見として､｢地区内で

の情報共有とコミュニケーションの大切さ｣､｢自治

会間でのネットワーク性の格差｣､｢地区全体の把握｣

が挙げられ､ゲームの意図(作成者側の問題提起)を､

参加者 自身が発見し､意識の向上につながったと言

える｡ しかし､一方でゲームが分かりにくかったと

答えた人の中にはルールの単純化を指摘 した意見が

多く､具体的な連携体制の構築には至っていない｡

5.まとめ

本研究により明らかになったことを以下に示す｡

1)防災空間情報表現の調査から､表現の目的は､

一方的な危険度情報の提供から､住民の主体的な防

災活動を支援する方向-と変わってきていることが

わかった｡

2)事例 Ⅰでは､横浜市神奈川区において､従来の

ハー ドを中心とした災害危険度評価に対 し､災害に

対する住民の能動的な姿勢を防災力指標として地図

に反映させ､住民のもつ防災力が地震災害危険度に

影響を与えることを視覚的に確認 した｡

3)事例 Ⅲでは､鎌倉市大町地区において､地域課

題の共有が主な目的であった従来の防災マップ作成

に加え､地域の災害危険に対する住民の意向を表現

に反映させたボー ドゲームを作成 し､実証実験を通

して住民同士が地域の具体的な防災体制を ｢共考｣

するツールとしての有用性を確認 した｡

本研究では､防災空間情報表現の現状を概観 し､

2つの具体的な地域において､コミュニティの主体

的かつ継続的な活動を支援する防災空間情報表現の

検討を行い､今後の方向性を示 した｡

lkhL注〕

辛1 横浜市では ｢町の防災組澱 (自主防災組崩))を自治会町内会単位で結成する

ことを奨励 していることから､自治会町内会と自主防災粗放はほぼ-敦するた

め､本研究では同一のものとして扱 う｡

*2 地理情報システムの略 (GeographlClnfomat10nSysten])

*3 神奈川大学都市計画研究室では 2008年 7月から 10月にかけて鎌舟市と共同で

｢大町防災マ ップ作成 ワークショップJを行い､遊戯経路と鎌倉市が推奨 して

いる地域内の災害時における一時集合場所を自治会毎に抽出 した｡

*4 大町地区9自治会に 220票を均等になるよう配布 した｡調査期間は 2008年

10月 25日から 11月上旬までとし､回収総数は 127票であった｡
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